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◆◆◆◆医薬品販売医薬品販売医薬品販売医薬品販売のののの規制緩和規制緩和規制緩和規制緩和    

今年６月から「改正薬事法」が施行さ

れ、これまで薬剤師に限られていた一般

用医薬品（大衆薬）販売の規制緩和がな

されました。深夜の急病等の際も、今ま

で購入することができなかった薬を手に

入れやすくなり、それに伴い消費者に

とっては多くの利点が期待されますが、

併せて懸念される問題もあります。 

 

◆◆◆◆「「「「改正薬事法改正薬事法改正薬事法改正薬事法」」」」のののの内容内容内容内容    

一般用医薬品を副作用リスクなどに応

じて「第一類」から「第三類」までの３

段階に分類し、リスクの低い第二類・第

三類は新資格の「登録販売者」を置けば

販売ができるというものです。第一類に

は胃腸薬等、第二類には風邪薬等、第三

類にはビタミン剤等が含まれます。 

このため、コンビニエンスストアや24

時間営業のスーパーなどでの購入が容易

になり、急な発熱や腹痛などの場合にも

時間を気にする必要がなくなります。対

象は大衆薬の９割を占めるといいますか

ら、購入できる場所が増えれば近隣の店

舗で販売競争も激化し、今までよりも安

価に購入できるという期待もあるでしょ

う。 

事実、大手スーパーなどでは、一般

メーカー品より１～２割安い大衆薬の新

製品販売をさっそく開始しました。これ

に対抗してドラッグストア業界大手など

も、登録販売者を活用して24時間営業の

店舗を増やすとしています。 

 

◆◆◆◆法改正法改正法改正法改正にににに伴伴伴伴いいいい心配心配心配心配されるされるされるされる問題問題問題問題    

一方、これまでインターネットなど通

信販売で大衆薬を売っていた業界は、猛

反発しています。対面販売をしないリス

クなどが指摘され、通信販売で扱える商

品が原則的に「第三類」に限定されてし

まうからです。ネット販売を行っていた

大手会社は、今年５月末に「営業権の侵

害」を理由に国に対して訴訟を起こしま

した。他のネット業者からも提訴の動き

が広がる可能性があるようです。 

２年後の改正薬事法完全施行に向けて

経過措置はあるものの、今までネット購

入をしていた離島の居住者や特定の薬を

継続して利用していた人にとっては、自

身の身体に関わることであり、今後どう

対応していくかが問題となっています。 

その一方で、店舗での販売に関しても

「登録販売者にどこまで症状を相談でき

るかが不安」という声が上がっていま

す。実際、体質や体調に合わない薬を安

易に服用してしまう可能性も懸念されて

おり、利便性を良くしても安全性がおろ

そかになってしまっては本末転倒です。

自分の身体を守るために、消費者自身が

納得したうえで購入方法を選択する必要

があると言えるでしょう。 
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労働相談件数労働相談件数労働相談件数労働相談件数がががが過去最多過去最多過去最多過去最多をををを更新更新更新更新！！！！    

◆◆◆◆急激急激急激急激なななな景気悪化景気悪化景気悪化景気悪化をををを反映反映反映反映    

労働者と企業間のトラブルを裁判に持

ち込まずに迅速に解決することを目指す

「個別労働紛争解決制度」に基づく2008

年度の「民事上の個別労働紛争相談件

数」が、過去最多の約23万7,000件に上り

ました。厚生労働省は、｢急激な景気悪化

を反映し、解雇や雇止めをめぐる非正規

労働者からの相談が目立っている｣とし

ています。 
 

◆◆◆◆2001200120012001年年年年ににににスタートスタートスタートスタートしたしたしたした個別労働紛争解個別労働紛争解個別労働紛争解個別労働紛争解    

        決制度決制度決制度決制度    

個別労働紛争解決制度は2001年10月に

スタートし、全国の労働局などの「総合

労働相談コーナー」で相談を受け付けて

います。 



全体の「総合労働相談件数」は107万

5,021件（前年度比7.8％増）と初めて

100万件を突破し、このうち、労働基準

法や労働者派遣法などに明確に違反し

ているものを除く、民事上の労働紛争

に関するものは23万6,993件（同19.8％

増）でした。 

 

◆◆◆◆「「「「解雇解雇解雇解雇」」」」関連関連関連関連のののの相談相談相談相談がががが最多最多最多最多    

紛争内容については、「解雇」関連

が25.0％と最も多く、経済的な理由に

よる「整理解雇」の相談件数は前年度

の２倍以上になりました。また、「労

働条件の引下げ」が13.1％、「いじ

め・嫌がらせ」が12.0％でした。 

相談を受け、実際に労働局が企業側

に指導・助言をしたのは7,592件（同

14.1％増）、専門家で構成される紛争

調整委員会があっせんに乗り出した

ケースは8,457件（同18.3％増）となっ

ています。 

厚生労働省紛争処理業務室では、

「景気悪化で労働トラブルに遭う労働

者が増えている。不利益な取扱いを受

けたり、疑問を感じたりしたら、最寄

りの労働局に相談してほしい」としてい

ます。 
 

◆◆◆◆トラブルトラブルトラブルトラブルをををを一歩手前一歩手前一歩手前一歩手前でででで防防防防ぐぐぐぐ    

都道府県労働局長による助言・指導の

申出件数が多かったものは、2007年は

「解雇」、「労働条件の引下げ」、「い

じめ・嫌がらせ」と続き、2008年は「解

雇」、「いじめ・嫌がらせ」、「労働条

件の引下げ」でした。一方、紛争調整委

員会によるあっせん申請件数が多かった

ものは、2007・2008年ともに「解雇」、

「いじめ・嫌がらせ」、「労働条件の引

下げ」と続き、上位３件は顔ぶれが同じ

となっています。 

もう一歩踏み込んで、個別労働紛争解

決制度を利用する手前で、労使トラブル

を未然に防ぐためには、「労使間でコ

ミュニケーションをとっていく」、「細

やかな就業規則を作成する」といったよ

うな努力が必要なのではないでしょう

か。  
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災害災害災害災害・・・・事故事故事故事故などになどになどになどに対応対応対応対応するするするする「「「「事業継続計画事業継続計画事業継続計画事業継続計画（（（（BCPBCPBCPBCP）」）」）」）」    

７月号（第16号） 

◆◆◆◆強毒性強毒性強毒性強毒性だけでなくだけでなくだけでなくだけでなく弱毒性弱毒性弱毒性弱毒性にもにもにもにも対応対応対応対応    

最近の新型インフルエンザの流行の影

響もあり、大手企業を中心に、重要業務

への影響を最小限に抑えるための「事業

継続計画（BCP）」の拡充が進んでいま

す。 

企業が持つBCPの多くは自然災害や強

毒性の鳥インフルエンザの流行を想定し

ていたため、大手通信社や流通企業など

は、弱毒性インフルエンザの場合にも対

応できる、詳細な計画作りを進めている

ようです。 
 

◆◆◆◆「「「「BCPBCPBCPBCP」」」」とはどんなものかとはどんなものかとはどんなものかとはどんなものか？？？？    

事業継続計画（BCP「Business Continu-

ity Plan」）とは、災害・事故などの非常

事態発生時に、企業や自治体が重要業務

をできるだけ中断せず継続させるための

計画です。仮に中断した場合であって

も、目標とする復旧時間内での業務再開

を目指します。計画には、地震などの自

然災害、情報システム障害、テロなどあ

らゆるリスクを織り込む必要がありま

す。欧米では1990年代以降、社員の不祥

事なども想定リスクに加えてBCPを作成

する企業が増えました。 

日本でも大手企業を中心に導入事例が

増えつつありますが、地震や台風など

の対策を主眼としているケースが多く

見られます。ある新聞社が「人と防災

未来センター」（神戸市）と共同で

2008年11月下旬から12月中旬にかけて

実施した調査では、新型インフルエン

ザの大流行に備えてBCPの策定に動い

ている大企業は62％で、このうち「策

定済み」は15％、「策定予定」は47％

でした。 

 

◆◆◆◆企業企業企業企業によりによりによりにより異異異異なるなるなるなる対応対応対応対応    

これまでのほとんどの企業のBCP

は、「強毒性」の鳥インフルエンザを

想定しています。そのため、「弱毒

性」と言われる今回のインフルエンザ

に対しては機械的な運用を避けて柔軟

に対応しています。業務を停止すれば

市民生活に大きな影響を与えることに

なる電力・ガス、医薬品業界などは、

詳細な行動計画を策定しており、それ

に基づいて段階的に対策を進める考え

です。 

トラブル 

危機管理 



Page 3 

「「「「短時間正社員短時間正社員短時間正社員短時間正社員」」」」定着促進定着促進定着促進定着促進のためののためののためののための助成金拡充助成金拡充助成金拡充助成金拡充へへへへ    

７月号（第16号） 

◆◆◆◆就業意識就業意識就業意識就業意識・・・・価値観価値観価値観価値観のののの変化変化変化変化    

厚生労働省は、子育てや介護などで就

業時間に制約があっても正社員として働

くことができる「短時間正社員」を定着

させるため、助成金制度を今夏にも拡充

する構えです。 

様々な雇用形態が入り混じる現代で、

就業意識や価値観の変化により、個人の

希望に応じた働き方を選択したいという

労働者が増加しています。 
 

◆◆◆◆「「「「短時間正社員短時間正社員短時間正社員短時間正社員」」」」のののの働働働働きききき方方方方    

短時間正社員は、「正社員」としての

身分は変わりません。１日の労働時間や

１週間の労働日数をフルタイム正社員よ

り短くするものの、仕事はフルタイム正

社員と同じで、給与や賞与は働いた時間

に比例して支払われ、昇進は通常の正社

員と同等に扱うなど、これらの点で非正

社員とは区別されるものです。 

現代では、個人の希望に応じた働き方

を選択したいという労働者が増加してお

り、中でも育児や介護の課題を解決し、

就業を継続しながら仕事と家庭の両立を

目指す手段としては有効な働き方と言え

るでしょう。 

 

◆◆◆◆ワークシェアワークシェアワークシェアワークシェアとのとのとのとの違違違違いいいい    

時短で働く方法としては「ワークシェ

アリング」の名称が知られていますが、

これは、仕事の総量を労働者で分かち合

うというもので、１人当たりの労働時

間を減らすことによって企業全体での雇

用を維持したり、様々な業務ごとの短時

間労働を組み合わせることによって雇用

機会を増やしたりすることにつながると

いうものです。 

これに対して、短時間正社員制度は、

労働者の地位を正社員と同じにするとい

うもので、特に現在就労中の人にとって

は、現状の業務を続けやすいと言えるで

しょう。 
 

◆◆◆◆国国国国やややや企業企業企業企業にににに期待期待期待期待されることされることされることされること    

現在、企業が短時間正社員を導入する

際、「短時間労働者均衡待遇推進助成

金」（パートタイマー均衡待遇推進助成

金）として最大40万円を支給される制度

があります。この制度は、従来、短時間

正社員を導入する際に、１人でも複数人

でも助成金額は同じでしたが、厚生労働

省は、今夏にも、人数に応じて金額を増

やす仕組みを検討しています。追加人数

の上限は10人を想定しているようです。 

豊富な業務経験を持っていても就労条

件が合わないために働き続けることがで

きなければ、労働者のみならず企業に

とっても大きな損失になりかねません。

労働力を有効に活用するために、国や企

業には柔軟な対応が望まれるのではない

でしょうか。 

  

一方、多くの人が集まる鉄道や流通業

などでは対応が分かれています。ある鉄

道会社は、まとまったBCPは策定せず、

防災対策など、個々にマニュアルを用意

し、今回は職員に予防の手引きを配付し

ましたが、大流行時の対応は盛り込まれ

ておらず、「運行については国からの指

示に従う」方針です。 

遊園地を運営する企業では新型インフ

ルエンザ対策も含めたBCPの策定を検討

していますが、休業するかどうかの判断

基準はまったく未定で、「行政の指導を

仰ぎながら柔軟に対応する」としていま

す。また、空港と都心を結ぶ鉄道を運

行する企業は「業務の優先順位付けなど

を検討中で、早急に対応策を完成させ

る」方針です。 
 

◆◆◆◆大手大手大手大手だけではだけではだけではだけでは意味意味意味意味がないがないがないがない    

大手企業では進み始めたBCPの策定で

すが、大手企業は多くの業務で中小企業

に依存しています。そのため、感染拡大

を防ぐにはサプライチェーン全体に予防

措置を徹底する必要があります。今後

は、中小企業でも対応策が必要になりそ

うです。 

    
短時間労働者均衡待遇推短時間労働者均衡待遇推短時間労働者均衡待遇推短時間労働者均衡待遇推    
進助成金進助成金進助成金進助成金のののの拡充予定拡充予定拡充予定拡充予定？？？？    
    
    
企業が短時間正社員を導 
入する際、「短時間労働 
者均衡待遇推進助成金」 
（パートタイマー均衡待 
遇推進助成金）として最 
大40万円を支給される制 
度があります。この制度 
は、従来、短時間正社員 
を導入する際に、１人で 
も複数人でも助成金額は 
同じでしたが、厚生労働 
省は、今夏にも、人数に 
応じて金額を増やす仕組 
みを検討しています。追 
加人数の上限は10人を想 
定しているようです。    

政府政府政府政府によるによるによるによる取組取組取組取組みのみのみのみの効果効果効果効果？ ？ ？ ？ 出生率出生率出生率出生率がががが３３３３年連続上昇年連続上昇年連続上昇年連続上昇 

◆◆◆◆３３３３年連続年連続年連続年連続でででで「「「「合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率」」」」がががが上昇上昇上昇上昇    
先日、厚生労働省から「人口動態統

計」が発表されましたが、これによる

と、2008年における合計特殊出生率

（女性が生涯に産む子どもの数）は

「1.37」となり、2007年の「1.34」を上

両立支援 

出生率 ↑↑↑↑ 
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回ったそうです。2006年に６年ぶりに

上昇して以来、これで３年連続の上昇と

なりました。出生数は109万1,150人（前

年比1,332人）でした。 

同省では、晩婚化を背景に30歳代の出

産が増えていることや、減少していた20

歳代の出産が下げ止まり傾向にあると分

析していますが、これまでの政府による

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）」への取組みが、いくらか功

を奏しているようです。 
 

◆◆◆◆これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取組取組取組取組みみみみ    

政府はこれまで、「仕事と生活の調和

推進官民トップ会議」を設け、「ワー

ク・ライフ・バランス憲章」や「仕事と

生活の調和推進のための行動指針」を策

定するなど、積極的に少子化対策に取り

組んできました。 

そして昨年の７月には「仕事と生活の

調和の実現に向け当面取り組むべき事

項」（http://www8.cao.go.jp/wlb/

government/top/toumen/pdf/s1.pdf）を発表

し、以下の項目を掲げました。 

（１）企業の取組みの見える化……企業

が策定の「一般事業主行動計画」の公表

促進 

（２）企業向けアドバイザー養成……

「仕事と生活の調和アドバイザー」養成

の支援 

（３）推進企業ネットワークの構築……

企業における推進者によるネットワーク

作り 

（４）男性の働き方を変える……男性の

育児休暇取得の促進、実践事例の提供・

紹介 

（５）データベースの構築……好事例の

収集および内閣府ホームページにおける

掲載 

（ ６）国家公務員の取組み（隗より始

める）……政府全体として労働時間の短

縮推進 
 

◆◆◆◆今後今後今後今後のののの法改正法改正法改正法改正のののの動動動動きききき    

現在、以下の内容を盛り込んだ「改正

育児・介護休業法案」が国会にて審議さ

れています。この法律が成立して施行さ

れれば、各企業の取組み方にもよります

が、さらに「ワーク・ライフ・バラン

ス」が進んでいくかもしれません。 
 

・短時間勤務制度の義務化 

・所定外労働の免除の義務化 

・子の看護休暇制度の拡充 

・パパ・ママ育休プラス（仮称） 

・父親の育児休業取得の促進 

・労使協定による専業主婦(夫)除外規定  

    の廃止 

・介護のための短期休暇制度の創設 

・紛争解決の援助・調停の仕組み等の創 

    設 

・公表制度・過料の創設 

社員社員社員社員のののの副業副業副業副業・・・・アルバイトアルバイトアルバイトアルバイトをををを認認認認めるめるめるめる場合場合場合場合のののの留意点留意点留意点留意点 

◆◆◆◆不況不況不況不況によるによるによるによる影響影響影響影響    

金融危機に端を発する昨年来の不況に

より、各企業における「派遣社員の解

雇」、「有期契約労働者の雇止め」、

「一時帰休」、「希望退職・早期退

職」、「退職勧奨」、「整理解雇」の実

施などが数多く報じられています。ま

た、「給与カット」「賞与カット」など

を実施するところもあり、これらは社員

の生活に関わるため、大きな問題となっ

ています。 

給与カット・賞与カットによる社員の

収入減に対応する施策の１つとして、従

来は認めていなかった「副業」や「アル

バイト」を容認する企業が徐々に増えて

いるようです。社員に副業・アルバイト

を認めることにより、減った分の給与を

補填してもらうのが狙いです。 
 

◆◆◆◆会社会社会社会社にとってのにとってのにとってのにとっての選択肢選択肢選択肢選択肢    

これまで社員に副業・アルバイトを認

めていなかった（いわゆる「兼業禁止規

定」を置いていた）会社がこれらを認め

る場合の選択肢としては、以下の３つが

考えられます。 

（１）「会社による許可制」として認め 

   る。 

（２）「会社への届出制」として認め 

   る。 

（３）「完全解禁」として認める。 

上記のいずれを選択するにしても、会

社の就業規則や社内規定を整備し、社員

の副業・アルバイトを認める場合の基準

をはっきりと社員に示しておかなければ

    

「「「「改正育児改正育児改正育児改正育児・・・・介護休業法介護休業法介護休業法介護休業法

案案案案」」」」国会審議中国会審議中国会審議中国会審議中・・・・・・・・・・・・。。。。    

    

以下の内容を盛り込んだ

「改正育児・介護休業法

案」が国会にて審議されて

います。この法律が成立し

て施行されれば、各企業の

取組み方にもよりますが、

さらに「ワーク・ライフ・

バランス」が進んでいくか

もしれません。 
 

・短時間勤務制度の義務化 

・所定外労働の免除の義務 

 化 

・子の看護休暇制度の拡充 

・パパ・ママ育休プラス 

 （仮称） 

・父親の育児休業取得の促 

 進 

・労使協定による専業主婦 

 (夫)除外規定 の廃止 

・介護のための短期休暇制 

 度の創設 

・紛争解決の援助・調停の 

 仕組み等の創設 

・公表制度・過料の創設 

仕事と生活の調和 

副 業 へ 
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横浜市磯子区滝頭３－７－２１－１０１ 

TEL／FAX ０４５（７５３）０６３２ 

E-mail: sr-samejima@ab.auone-net.jp 

企業の安定・発展のパートナー 
～経営者様と従業員様の「Win＆Happy」のために～ 

 

   社会保険労務士  鮫 島 忠 司 

さめじまさめじまさめじまさめじま社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所    

    

            

            【事務所より一言】 

 

 神奈川労働局は、平成20年の監査結果をまとめ発表しまし

た。 

 管内12の労働基準監督署が昨年実施した定期監督の総件数は

5874件。そのうち65.3％で違反が発覚したため是正指導をして

います。違反率は前年比2.6ﾎﾟｲﾝﾄ増で、平成17年以降上昇し続

けているようです。 

 違反内容（全業種）をみると、36協定の未締結・超過など労

働時間に関する違反が1512件（26.0％）と最も多く、次いで就

業規則の作成等に関する違反が921件（15.8％）を占め、割増賃

金881件、労働条件の明示538件なども目立っています。 

 企業における労務管理の意識の低さ、コンプライアンス意識

の低さが露呈した結果となりました。残念・・・。（忠） 

    営業日 月曜日～金曜日（祝祭日除く） 

営業時間 午前９時～午後６時 

７７７７月月月月のののの税務税務税務税務とととと労務労務労務労務のののの手続手続手続手続［［［［提出先提出先提出先提出先・・・・納付先納付先納付先納付先］］］］            

10101010日日日日    

 ○労働保険の今年度の概算保険料の申告と昨年度分の確定保険料の申告書の提出期限 

     ［都道府県労働局または労働基準監督署］ 

 ○健保・厚年の月額算定基礎届の提出期限＜7月1日～10日＞ 

     ［社会保険事務所または健保組合］ 

 ○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

 ○特例による源泉徴収税額の納付＜1月～6月分＞［郵便局または銀行］ 

 ○勤労青少年旅客運賃割引証交付申請書の提出＜7月11日～8月20日＞ 

   ［労働基準監督署］ 

 ○雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

   ［公共職業安定所］ 

 ○労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞ 

   ［労働基準監督署］ 

15151515日日日日    

 ○所得税予定納税額の減額承認申請＜6月30日の現況＞の提出［税務署］ 

 ○身障者・高齢者・外国人雇用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

31313131日日日日    

 ○所得税予定納税額の納付＜第1期分＞［郵便局または銀行］ 

 ○固定資産税＜都市計画税＞の納付＜第2期分＞［郵便局または銀行］ 

 ○労働者死傷病報告の提出＜休業4日未満、4月～6月分＞［労働基準監督署］ 

 ○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

 ○日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［社会保険事務所］ 

 ○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 
 

                                good partnergood partnergood partnergood partner    

なりません。 

また、副業・アルバイトを認め

る場合でも、期限を決めて認める

のか、今後はずっと認めるのかを

決めておくべきです。 
 

◆◆◆◆認認認認めるめるめるめる場合場合場合場合のののの留意点留意点留意点留意点    

副業・アルバイトを認めるとし

ても、注意しなければならない点

がいくつかあります。 

１つは、「自社の業務と競合す

るような会社での副業・アルバイ

トは禁止する」ということが考え

られます。自社の社員を競合会社

で働かせることにより、自社の

営業秘密やノウハウなどが他社に

漏れる可能性があるからです。 

もう１つは、「疲労やストレス

などを溜めさせない」ということ

です。副業・アルバイトを認めて

トータルの労働時間が長くなるこ

とによって、社員に疲労・ストレ

スが溜まり、それにより自社での

仕事がおろそかになってしまって

は、本末転倒です。 

これらのリスク等も十分に検討

したうえで、会社の方針を決定し

ましょう。 


